
事業所税の申告書記載の手引き
（第44号様式）

本市の税務行政につきましては、日頃よりご理解とご協力をいただき
厚く御礼申し上げます。
さて、仙台市内の事務所又は事業所において事業を営まれる方には、

地方税法第701条の46又は第701条の47の規定により事業所税を申告納付
していただくことになっております。
この冊子では「事業所税の申告書」（第44号様式）の記載方法を具体的

な記載例で説明しております。
（事業所税についての一般的な事項については別冊「事業所税申告の手引
き」を参考にしてください。）
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⑴　事業所税の申告書（第44号様式）の記載事例

事業所税の申告書の記載要領について、次の事例により説明します。

仙台㈱は、3月決算法人で、令和○年3月31日決算期末の事業所床面積及び同期中に支払われた従業
者給与総額等の状況は次のとおりです。
⑴旧本店（所在地：仙台市太白区長町南3－1－15　太白ビル）
令和△年9月21日に青葉区の自社ビルに移転しました。
①事業所床面積　　　　2,491.17㎡
ア．専用床面積　　　2,100.00㎡
移転前、本店は太白ビル（青葉中央㈱青葉区上杉１－5－１所有）に入居しており、当該貸し
ビルにはＡ店舗、Ｂ社及びＣ社がそれぞれ1,000.00㎡を専用しています。これらの専用部分に係る
共用部分の床面積は1,750.00㎡で消防・防災関連施設の非課税床面積800.00㎡を含んでいます。

イ．共用床面積　　　391.17㎡
（1,750.00㎡－800.00㎡）×2,100.00㎡／5,100.00㎡≒391.17㎡（１㎡の100分の１未満を切り捨て）

②従業者給与総額（廃止日現在の従業員90人）　116,556,350円
⑵新本店（所在地：青葉区国分町3－7－1）
令和△年9月21日に太白区より移転し、自己所有の家屋を全て自己使用しています。
①事業所床面積　　1,820.00㎡
（150.00㎡を社員食堂として使用しています。）

②従業者給与総額（期末現在の従業員70人）90,654,950円
（一定年齢以上（※参照）の従業者6人分16,356,200円が含まれています。）

⑶仙台㈱泉工場（所在地：泉区泉中央2－１－１）
本工場は自己所有の家屋で全て自己使用しています。
①事業所床面積　　1,950.00㎡
（65.00㎡を休憩室、1,800.00㎡をしょうゆ製造部分として使用しています。）

②従業者給与総額（期末現在の従業者85人）229,403,350円
（一定年齢以上の従業者2人分5,420,500円と雇用改善助成対象者2人分6,028,700円が含まれていま
す。）

※平成17年度の地方税制改正により非課税対象者の年齢は次のとおり引き上げられています。
平成25年4月１日以後開始する法人の事業年度又は個人の年分　65歳以上

仙台㈱
Ａ店舗
Ｂ社
Ｃ社

合計

2,100.00㎡
1,000.00㎡
1,000.00㎡
1,000.00㎡

5,100.00㎡

共用部分　1,750.00㎡

消防・防災関連施
設の非課税床面積
800.00㎡を含む

⎩
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
⎫
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令和 令和

令和

令和 5 20

仙　台　㈱
セン　　ダイ

仙　台　太　郎
セン　ダイ　　タ　　ロウ

980－8671

仙台市青葉区国分町３－７－１

261－1111

261－1111

1111333 10

みそ、しょうゆ製造業

30000

仙台北

経理課　青葉一郎△ 4 1 ○ 3 31

1 2

1 9 5 0 0 0 4 3 6 6 1 4 6 5 0

2 1 7 7 6 7 0 0

3 0 1 4 3 5 0

411823

1 0 2 9 5 5 7

2 5 9 8 9

2 5 9 8 9

4 3 1 1 1 7

6 5 0 0

1 5 0 0 0

1 3 5 0 0 0

5 3 5 0 0

2 0 8 0 5 8

2 6 1 5 5 8

1 569 348

⑵　事業所税の申告書（第44号様式）の記載のしかた

個人の場合は、個人の課税期間（１月１日から
12月31日まで）を記載してください。
法人の場合は、事業年度開始年月日と事業年度
終了年月日を記載してください。

⎩
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
⎫

記載欄①③⑤は別表１（事業所等明細書）に、
「１算定期間を通じて使用された事業所等」とし
て記載された事業所について記入するものです。
①　別表１の明細区分１の㋒の合計
③　①の事業所に係る別表2の㋐の合計
⑤　①の事業所に係る別表3の㋒の合計

記載欄②④⑥は別表１（事業所等明細書）に、
「2　算定期間の中途において新設又は廃止さ
れた事業所等」として記載された事業所につい
て記入するものです。（月割計算前の数値を記入
してください。）
②　別表１の明細区分2の㋒の合計
④　②の事業所に係る別表2の㋐の合計
⑥　②の事業所に係る別表3の㋒の合計

⎩
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
⎫

課税標準の算定期間が12月に満たない場合は、

（①－③－⑤）の数値に　　　　　　　を乗じ

て得た数値を記載してください。

⎩
―
―
―
―
⎧

⎩
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
⎫

⎩
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
⎫

⎭
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
⎫

個人の場合は氏名を、法人の場合は名称と代表者氏名を記載
してください。フリガナは必ず付してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

本店の所在地及び仙台市の区域内の主たる支店
の所在地を記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

事業の種類を具体的に、例えば「電気器具製造
業」と記載してください。なお2以上の事業を
行う場合にはそれぞれの事業を記載し、主たる
事業に○印を付してください。

⎩
―
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
―
⎫

期末現在における資本金の額又は出資金の額を
記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

法人税・所得税の申告に係る所轄税務署名を記
載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

この申告書の内容について直接応答できる方の
氏名及び電話番号を記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

別表１（事業所等明細書）の従業者給与総額㋔
の合計を記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

法第701条の46第１項又は法第701条の47第１項
の申告の場合は記載しないでください。
法第701条の49第2項の申告の場合は「修正」と
記載してください。

⎩
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
⎫

算定期間の月数
12（月）

次に掲げる事業所の区分に応じそれぞれに対
応する（②－④－⑥）の数値（算定期間が12

月に満たない場合は　　　　　　　　を乗じて

得た数値）にそれぞれ次に掲げる割合を乗じて
得た数字を記載してください。
泫床面積は１㎡の100分の１未満を切り捨ててく
ださい。
⑴算定期間の中途において新設された事業所等
（⑶を除く。）
　　当該新設の日の属する月の翌月から
　　算定期間の末日の属する月までの月数
　　　　　　　算定期間の月数
⑵算定期間の中途において廃止された事業所等
（⑶を除く。）
　　算定期間の開始の日の属する月から
　　当該廃止の日の属する月までの月数
　　　　　　　算定期間の月数

⑶算定期間の中途において新設され、かつ廃止さ
れた事業所等
　　当該新設の日の属する月の翌月から
　　当該廃止の日の属する月までの月数
　　　　　　　算定期間の月数
（記載例の場合）
旧本店：2,491.17㎡×／≒1,245.58㎡
新本店：（1,820.00㎡－150.00㎡）×／＝835.00㎡
合計：2,080.58㎡

⎩
―
―
―
―
―
―

⎭
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
⎫

6
  12

6
  12

⑩＝⑨×600円
記載例では
2,615.58㎡×600円＝1,569,348円

修正申告の場合、既に納付の確定した
資産割額を記載してください。

⑳＝⑱－⑲
この欄の事業所税額を納付書の税額欄に記載
してください。

別表2（非課税明細書）の非課税従業者給与総
額㋒の合計を記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

別表3（課税標準の特例明細書）の控除従業者
給与総額㋕の合計を記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

課税標準となる従業者給与総額に1,000円未満の
端数が生じた場合は切り捨ててください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

⑯＝⑮×0.25／100
記載例では
411,823,000円×0.25／100≒1,029,557円
泫１円未満の端数を切り捨て

⎩
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
⎫

修正申告の場合、既に納付の確定した従業者割
額を記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

⑱＝⑩＋⑯
計算後に100円未満の端数を切り捨ててください。

（修正申告の場合、既に納付の確定した事業所税額を記載してください。）

算定期間の月数
12

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

⎭
―
⎫

⎩
―
⎧

⎭
―
―
―
⎫

⎩
―
―
―
⎧

⎩
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
⎫

個人番号または法人番号を記載してくださ
い。（行政手続における特定の個人を識別
するための番号の利用等に関する法律（マ
イナンバー法）により規定された番号です。）
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令和

令和

令和

1111333

229403350195000

195000

24911739117

210000

182000

431117

85

22940335085

1165563500

9065495070

20721130070

△　4　 1

△　9　20
6

6

△　9　21

○　3　31

泉工場

仙　台　㈱

泉区泉中央2－1－1

△　 4  　 1

○ 　3 　 31

青葉区国分町3－7－1

（旧）本店

（新）本店

青葉区上杉1－5－1　青葉中央㈱

太白区長町南3－1－15
太白ビル

⑶　事業所等明細書（第44号様式別表１）の記載のしかた

事業所等の所在地及び「○○ビル」等の名称があ
る場合について記載してください。

専用床面積に対応する別表4（共用部分の計算
書）の⑥の共用床面積を記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

この申告の対象となった事業所用家屋を所有す
る方と使用する方が異なる場合については所有
者の住所氏名を記載してください。

⎩
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
⎫

期末又は廃止の日現在における事業所等の用に
供する部分の床面積（専用床面積）を記載して
ください。

⎩
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
⎫

「専用床面積㋐」と「共用床面積㋑」の合計を
記載してください。なお、事業所用家屋の全部
を専用している場合等で共用床面積がない場合
は、この欄のみ記載してください。
明細区分2の場合でも、月割計算をする前の面
積を記載する点にご注意ください。

⎩
―
―
―
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
―
―
―
⎫

明細区分は次の⑴～⑷により記載してください。
⑴　1「算定期間を通じて使用された事業所等」を記載する場合の明細区分です。
2「算定期間の中途において新設又は廃止された事業所等」を記載する場合の
明細区分です。
また、計は、１又は2のそれぞれの合計を記載する明細区分です。

⑵　⑴の区分に従って、該当する項目に○印を付けてください。
⑶　記載に当たっては、まず明細区分１の事業所等から記載し、次に１の合計、そ
して明細区分2の事業所等、2の合計の順に記載してください。（「専用床面積
㋐」及び「共用床面積㋑」の合計は、記載する必要はありません。）
⑷　別表一の用紙に記載される事業所等の全部が１又は2である場合には、上の
⑵及び⑶の記載の例によらず、「明細区分の別」の欄中の該当する数字に○印を
付けてください。

こちらは明細区分2の従業者
数の合計です。

⎩
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
⎧

⎩―――――――⎧

⎭
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
⎫

⎭―――――――⎫

事業所ごとに算定期間中に支払われた給与等の
総額を記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

期末現在における従業者数（障害者及び一定年
齢以上の者を含む。）を記載してください。
ただし、当該算定期間に属する各月の末日現

在における従業者の数のうち最大であるものの
数値が、当該従業者の数のうち最小であるもの
の数値に2を乗じて得た数値を超える場合は、
当該算定期間の各月末日現在における従業者数
の合計を当該算定期間の月数で除して得た数値
を記載してください。なお、この場合は、各月
の末日現在の従業者数の明細を添付してくださ
い。

⎩
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
――
⎧

⎭
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
――
⎫

明細区分2の「算定期間の中途において新設又
は廃止された事業所等」についてのみ、使用し
た期間及び月数を記載してください。なお、月
数は、次の⑴～⑶によります。
⑴　算定期間の中途において新設された事業所
等（⑶を除く）……当該新設の日の属する月の
翌月から算定期間の末日の属する月までの月
数

⑵　算定期間の中途において廃止された事業所
等（⑶を除く）……算定期間の開始の日の属す
る月から当該廃止の日の属する月までの月数

⑶　算定期間の中途において新設され、かつ、
廃止された事業所等……当該新設の日の属す
る月の翌月から当該廃止の日の属する月まで
の月数

⎩
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
⎫

（課税標準の算定期間を記載してください。）

泫床面積は１㎡の100分の1未満を切り捨てて
　ください。

泫　明細区分2は、事業所自体を算定期間の中途に新設、または廃止した場合
　のみであり、単なる増改築、借受面積の変更による床面積の増減の場合は
　明細区分１で記載する点にご注意ください。
泫　免税点判定は算定期間の末日の状況によりますので、例えば本事例の場合、
　資産割は1,950.00㎡+1,820.00㎡＝3,770.00㎡・従業者割は85人+70人＝
　155人から、それぞれ別表２に記載した非課税分を差し引いた数値となります。
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令和

令和

6500

6500

2 5420500

6 16356200

15000

150003 2 6

6 5

6 5

3 2 6

6 16356200

21500 8 21776700

2 5420500

泉工場

仙　台　㈱

泉区泉中央2－1－1

△　 4  　 1

○ 　3 　 31

青葉区国分町3－7－1（新）本店

1111333

⑷　非課税明細書（第44号様式別表2）の記載のしかた

別表１の事業所等明細書で記載した事業所等の
名称・所在地に対応するように記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

非課税に係る該当項目ごとにそれぞれ適用され
る法令条項等を記載してください。

期末又は廃止の日現在における非課税に係る床
面積を該当項目ごとにそれぞれ記載してくださ
い。ただし、別表4（共用部分の計算書）を添
付する場合は、共同の用に供する部分の床面積
に係る非課税床面積については記載しないでく
ださい。

⎩
―
―
―
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
―
―
―
⎫ ⎩
⎧

⎭
⎫

期末又は廃止の日現在における非課税に係る従
業者数（障害者及び一定年齢以上の者を含む。）
を該当項目ごとにそれぞれ記載してください。

算定期間中に支払われた給与等の額のうち非課
税に係る給与等の額を該当項目ごとにそれぞれ
記載してください。

⎩
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
⎫

⎩
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
⎫

該当項目ごとに記載された㋐、㋑、㋒の事業所
ごとの合計を記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

「合計」欄に記載された㋐、㋑、㋒をさらに合計し
て記載してください。
記載例では
㋐　65.00㎡＋150.00㎡＝215.00㎡
㋑　2人＋6人＝8人
㋒　5,420,500円＋16,356,200円＝21,776,700円

⎩
―
―
―
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
―
―
―
⎫

（課税標準の算定期間を記載してください。）

泫床面積は１㎡の100分の1未満を切り捨てて
　ください。

平成25年4月１日以後開始する法人の事業年度又は個人の年分　65歳以上
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令和

令和

1111333

71

30143506028700

30143506028700

135000180000

135000

3014350135000

180000

泉工場 泉区泉中央2－1－1

仙　台　㈱

△　 4  　 1

○ 　3 　 31

３
４

⑸　課税標準の特例明細書（第44号様式別表3）の記載のしかた

別表１の事業所等明細書で記載した事業所等の
名称・所在地に対応するように記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

課税標準の特例に係る該当項目ごとにそれぞれ
適用される法令条項等を記載してください。

課税標準の特例に係る控除割合を該当項目ごと
に記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

期末又は廃止の日現在における課税標準の特例
に係る床面積を該当項目ごとにそれぞれ記載し
てください。

⎩
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
⎫

㋐に㋑の割合を乗じて得た控除床面積を記載し
てください。
記載例では
1,800.00㎡×／＝1,350.00㎡

⎩
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
⎫

算定期間中に支払われた従業者給与総額のうち
課税標準の特例に係る給与等の額（㋔の控除割合
による控除前の給与等の額）を該当項目ごとにそ
れぞれ記載してください。

⎩
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
⎫

㋓に㋔の割合を乗じて得た控除従業者給与総額
を記載してください。
記載例では
6,028,700円×／＝3,014,350円
（注）１円未満の端数は切り捨ててください。

⎩
―
―
―
―
――
⎧

⎭
―
―
―
―
――
⎫

課税標準の特例に係る控除割合を該当項目ごと
に記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

該当項目ごとに記載された㋐、㋒、㋓、㋕を事業所
ごとに合計してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

「合計」欄に記載された㋒、㋕の合計を記載し
てください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

（課税標準の算定期間を記載してください。）

泫床面積は１㎡の100分の1未満を切り捨てて
　ください。

3
 4

1
 2

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫
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令和

令和

5 100 00

2 100 00

800 00

950 00

1 750 00

391 17

100 00

50 00

650 00

800 00

旧本店 太白区長町南3－1－15

仙　台　㈱

△　 4  　 1

○ 　3 　 31

1111333

⑹　共用部分の計算書（第44号様式別表4）の記載のしかた

別表１の事業所等明細書で記載した事業所等の
名称・所在地に対応するように記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

専用部分（共用部分以外の部分）のうち、⑤の
欄の共用部分に対応する専用部分の延べ面積を
記載してください。

⎩
―
―
⎧

⎭
―
―
⎫

①の専用部分の延べ面積のうち、この申告書に
係る事業所等の用に供する部分の床面積（専用
床面積）を記載してください。
なお、この専用床面積は、別表１（事業所等明
細書）の「専用床面積㋐」の欄と一致するもの
です。

⎩
―
―
―
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
―
―
―
⎫

共用部分の延べ面積のうち㋔の欄の数値（非課
税に係る共用床面積）以外の部分の床面積を記
載してください。

⎩
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
⎫

この申告書に係る事業所床面積となる共用床面積
を計算し記載してください。
計算方法は④×②／①で記載例では
950.00㎡×2,100.00㎡／5,100.00㎡≒391.17㎡
なお、この共用床面積は、別表１（事業所等明細
書）の「共用床面積㋑」の欄と一致するもので
す。

⎩
―
―
―
―
―
―
―
――
⎧

⎭
―
―
―
―
―
―
―
――
⎫

共用部分の床面積（共用床面積）のうち、政令
第56条の43第2項に掲げる消防設備等に係る床
面積を記載してください。

⎩
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
⎫

共用床面積のうち政令第56条の43第3項第１号
イ、第4号及び第5号イに掲げる避難階段、非
常用エレベーター等に係る床面積を記載してく
ださい。

⎩
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
⎫

共用床面積のうち政令第56条の43第3項第１号
ロ、第2号、第3号及び第5号ロに掲げる設備
等に係る床面積に2分の１を乗じて得た面積を
記載してください。

⎩
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
⎫

共用床面積のうち㋐～㋒以外の非課税に係る共
用床面積を記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

㋐～㋒の欄は、特定防火対象物である事業所等
について記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

㋐～㋓の合計を記載してください。

⎩
―
⎧

⎭
―
⎫

（課税標準の算定期間を記載してください。）

泫床面積は１㎡の100分の1未満を切り捨てて
　ください。

（㋔の数値を記載してください。）
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⑺　事業所税納付書の記載のしかた
（事業所税領収証書、事業所税納付書、事業所税領収済通知書の3枚組です。）

仙台市青葉区国分町3－7－1

仙　台　㈱

11113331

△.04.01 ○.03.31

2 598

2 598

9

9

令和○年５月31日

法人の場合は、事業年度
開始年月日から事業年
度終了年月日を記載し
てください。
個人の場合は個人の課
税期間（１月１日から12
月31日まで）を記載して
ください。

⎩
―
―
―
―
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
―
―
―
―
⎫

法人の場合は法人の本
店の所在地及び名称を
記載してください。
個人の場合は個人の住
所及び氏名を記載して
ください。

⎩
―
―
―
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
―
―
―
⎫

一般の申告での納付で
は「当初」を、修正申告で
の納付では「修正」を選
んでください。

⎩
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
⎫

管理番号の末尾に１を
つけた数字が通知書番
号となります。

⎩
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
⎫

法人の場合は、各事業年
度終了の日から2カ月
以内となります。
個人の場合は、翌年の3
月15日となります。
個人で年の中途におい
て事業を廃止した場合
は廃止の日から1カ月
以内、死亡の場合には4
カ月以内となります。

⎩
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
⎫

事業所税の申告書（第
44号様式）の⑳の欄の
事業所税額を記載して
ください。

⎩
―
―
―
―
⎧

⎭
―
―
―
―
⎫ 01

02

03

05

○この納付書は3枚1組となっています
ので切り離さずに提出してください。
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事業所税の申告納付の手続きなど詳しいことは下記へおたずねください。

仙 台 市 青 葉 区 二 日 町 1 番 1 号
市 役 所 北 庁 舎 4 階

※郵送先
〒980－8671
　仙台市青葉区国分町三丁目7番１号

電 話 022－214－1101（直通）

仙　台　市　役　所
財政局税務部市民税企画課

令和5年2月発行


